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2018 年に，港湾の中期政策「PORT2030」が発表され，「空間の創造」，「臨海部産業の構造転換」等

の視点から，「港湾空間の利用再編・面的再開発」が位置づけられた．また，2020 年秋には「2050 年カ

ーボンニュートラル，脱炭素社会の実現」が打ち出された．臨海部は，次世代エネルギーの導入及び関連

する産業の立地についての重要な拠点として重要な役割を果たすことが求められており，例えば港湾を含

む臨海部及び海面においても，再エネ海域利用法や港湾法に基づく洋上風力の発電事業の展開，さらには

水素等のエネルギー拠点導入についての検討の動きもある． 
本稿では，このようなエネルギー転換期においても，2020 年時点において日本の発電量のおよそ 8割を

占める火力発電所の立地・転換動向とともに、その動向が臨海部の土地利用転換に与える影響等について

把握・分析を行う． 
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1. 背景と目的 

 
 近年，脱炭素に向けた動きが産業界をはじめさまざま

な業界において進みつつある．2018年には、港湾の中期

政策「PORT2030」1)が発表され，「空間の形成」,「新た

な資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成」（図-1）

が位置づけられている．2020 年 10 月には，菅首相の就

任演説において，「2050年カーボンニュートラル，脱炭

素社会の実現」が打ち出され，脱炭素に向けた関係者の

動きがさらに加速している． 
このような状況下，臨海部は，次世代エネルギーの導

入及び関連する産業の立地についての重要な拠点として

の役割を果たすことが求められているといえる． 
一方で，「PORT2030」においても，「新たな資源エ

ネルギーの受入・供給等の拠点形成」の項目において，

「民間事業者による事業集約後の土地の跡地は，産業政

策と連携した有効活用を十分に考慮する必要がある．」

という課題認識を示している．その認識を踏まえれば，

産業政策の動向を念頭におきつつ，臨海型産業の土地の

利用形態について，長期間にわたる動向の実績について

把握を行っておくことは重要になるだろう． 
 

 

図-1 将来の臨海部産業の形成（出典：PORT2030） 

 
本稿では，先に述べたようなエネルギー転換期におい

ても，2020年時点において日本の発電量のおよそ 8割を

占める火力発電所の立地・転換動向を対象として整理を

行った． 
 
 

2. これまでの火力発電所の動向 
 
まず，これまでの火力発電所の動向について俯瞰して

おきたい．戦前から戦後にかけては，電源設備の形態は

「水力発電設備」が中心で，「火力発電設備」は渇水期

補給用として建設されたもので，規模も小さく熱効率も

低いものであった．1950年代後半からの急増する電力需
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要を補うために，欧米からの大容量新鋭火力技術の積極

的な導入を行うことで，日本においても熱効率のよい火

力発電設備が開発され，1962年には火力発電設備が水力

発電設備を上回った．また，燃料についても石炭から重

油へと移行し，重油専焼火力の時代へと進展した 2)． 
その後，1970年代には環境保全に対する要請が厳しく

なり，SOX，NOX，ばいじん対策などが進められてきた．

また二度の石油危機を契機として脱石油化も進められ，

燃料の構成比も石炭・LNGへと変化が進んだ 2)． 
1995年以降，段階的に電力自由化が進められ，新たな

事業参入などの形態も見られるようになる．さらには，

地球温暖化対策の重要性が指摘されるようになり，火力

発電設備においても，高効率化によるCO2削減について

の取り組みが進められた 2)． 
 さらには 2011 年以降，原子力発電の発電量の構成比

が急激に落ち込む中で，相対的に火力発電への依存度の

高まりも見られた（図―2）．また 2010 年代においては、

電力自由化等も背景として，新規の火力発電所計画も一

定数存在した 3)が，近年においては風力・太陽光などの

再生エネルギーの推進の動きが加速する一方で，第５次

エネルギー基本計画においては，石炭火力は重要なベー

スロード電源（発電コストが低廉で安定的に発電できる

電源）として評価しつつ「2030年に非効率石炭火力のフ

ェードアウト」4)が明記され，そのための具体的な方策

の議論が進められている． 

図-2 日本の発電電力量構成の推移 5) 
 
このような状況下，CO2削減を図るために，たとえば

水素やアンモニアとの混焼などの技術導入を検討する動

きがある一方，石炭火力発電所の建設計画を見直す事業

者も出てくるなど，関係者に大きな影響を与えている状

況となってきている．一般的には火力発電設備の耐用年

数は40年程度とされており 6)，中長期的には臨海部にお

いて火力発電所に関連する立地が大きく変化していく可

能性も考えられる． 
 
3. 火力発電所の立地についての分析 
 火力発電所の設備や立地状況について記載した各種資

料（ 7）～20））から，火力発電所の設置時期、規模、

空間利用状況等などのデータを整理し，空間利用の変遷

についての分析を行った．以下，その結果を概説する． 
 
（1）臨海部の火力発電所の立地概要 

火力発電所は1960～1970年代にかけて，用地の確保や

燃料の輸送の観点などにより臨海部において新設が相次

いだ．その後、1990 年代から 2000 年代にかけて，それ

まで立地していた火力発電所において、設備の大規模更

新・建て替えの実施，または石油火力発電所を中心とし

て廃止・休止が生じている事例がみられる． 
特に、2000年代前半には，「電力自由化」や「設備の

老朽化」等を背景にして，全国で 10 以上の火力発電所

が廃止された（表-1）．また，東京都及び神奈川県の火

力発電所についても，2000年前後に，「環境規制の強化」

や「設備の老朽化」等を背景に設備の更新、建て替え等

を行っている事例が見られる（図－3）． 
 

表-1 2000～2006年頃に廃止された火力発電所 

（電力会社のHP等の公開情報をもとに著者にて作成） 

 
2000 年頃以降は，電力自由化により IPP（独立系発電

事業者）による参入が開始され，例えば製造業が発電設

備を運営し、電力事業者への売電を行う例も見られるよ

うになった．また，2000年代以降も，長年の地元調整を

経て，いわゆる電力 10 社等により新規立地した火力発

電所も見られる．2020年時点の臨海部の火力発電所の立

地分布を図-4 に示す． 

 

図-3 
東京都・神奈川県の
火力発電所の分布7）8） 

図-4 
全国の臨海部に立地する火力発
電所の分布（2020年時点）7）9） 
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2018年頃からは，「エネルギー需要の変化」「設備の

老朽化」等を背景に火力発電所（主に石油）が廃止され

る事例や，計画していた石炭火力発電所の建設を見直す

動きが出てきている． 
火力発電所の施設数（電力事業用のみ）から見ると，

1965 年から 1975 年にかけて発電所数が増加し，最大出

力についても大幅に増加した．その後、1985年以降，立

地数としては横ばいとなってきており，180～190箇所前

後で推移してきた．また，最大出力も 2005 年までは順

調に増加している．これは，老朽化した施設の廃止が進

む一方で，それと同じ程度の数の新設の火力発電所の建

設や，施設の更新や効率化による発電所あたりの出力増

が進んできたことを示していると考えられる 2 ）（図-5）． 
  

 
 

図-5 火力発電所の数と最大出力の推移 

 
（2）火力発電所の立地動向の分類と事例 

これらの事例の分析をつうじて，主に 2000 年前後よ

り，立地，設備の利用形態などに変化があった火力発電

所の動向について，以下のように類型化した． 
【1】設備の大規模更新（一旦廃止→建設含む） 
【2】設備の増強・合理化（発電機の増設・廃止、敷地

拡大・縮小など） 
【3】廃止（一部含む）その後、他のエネルギー拠点へ

の転換 
【4】廃止（一部含む）その後、他の利用形態への転換 
【5】休止（長期計画停止、波動用出力用など） 
【6】新設（主に 2000年代以降、10電力及び新規参入・

自家発電事業者） 
 
上記の類型化に沿って，火力発電所の更新，廃止等が

行われた具体的な事例について，以下に示す． 
【1】設備の大規模更新（一旦廃止→跡地建設含む） 
○横須賀火力発電所（東京電力→JERA，発電所廃止，

跡地に現在建設中） 
 1960年以降順次営業運転を開始（出力約224万kw），

長期計画休止等を経て 2017 年に廃止された．現在，旧

発電所設備撤去を終え，跡地に新たに建設工事が進めら

れている．新発電所は，石油等から石炭に燃料を転換し

（出力（計画）130万 kw），最新鋭の環境対策を備えた

施設とし，また親水性も配慮した緑地を整備する計画で

ある．敷地全体（約 80 万㎡）に占める緑地割合は 21％
（旧発電所）から計 31％（計画）まで増加することに

なっており，海側に面した広大な緑地（約12.8万㎡）整

備も計画している 10)．（図-6） 
 

図-6 横須賀火力発電所の変遷及び計画図 11) 
 
○磯子火力発電所（電源開発，リプレース実施済） 
 1967年に運転開始（石炭，出力約 53万 kw）．立地す

る自治体（横浜市）の環境改善計画への対応や老朽化し

た設備の更新などを目的として，1996年～2009年にかけ

て，同一敷地内において，旧発電所を運転しながら新 1
号機を建設後に旧発電所を撤去，新 2 号機を建設した

（総出力は約 120 万 kw）．当時の最新技術の投入によ

り、世界的に見ても高い発電効率とCO2削減を達成して

いる 12) 13)（図-7）．また敷地内においては、タービン等

建屋の屋上等を含めた緑化への配慮を行っている 13)． 
 

 

  
図-7 磯子火力発電所の環境負荷低減実績 3） 

 
○西条発電所（四国電力，現在一部リプレース中） 
 1965年以降運転開始（石炭に転換、出力約 40万 kw、
約 40万㎡）．うち 1号機は運転開始から 50年以上経過

するため，2016年より環境アセスを実施，2019年からリ

プレース工事を開始した 14）．2023 年運転開始予定，最

新鋭の超々臨界圧技術の投入により，出力は 50万 kw．
これは旧型機の 3倍以上の出力である． 
 
【2】設備の増強・合理化（発電機の増設・廃止、敷地

拡大・縮小など） 
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○横浜火力発電所（東京電力→JERA、運転中） 
 1962 年以降順次営業運転を開始し，1970 年頃は約 21
万㎡の敷地において運転していた．その後、隣接地に拡

張し約 45 万㎡の敷地となり，コンパインドサイクルな

どの新技術を取り入れた新たな発電設備を設置し，1998
年以降営業運転を開始した（LNG，現在の出力は約 354
万 kw）．その後、1960 年代に運転開始した老朽化した

設備が 2004 年以降に廃止・撤去された 8）．そのため現

在敷地の一部が遊休化している（図-8）． 
 

 
図-8 横浜火力発電所の土地利用の変化 

 
【3】廃止後、他のエネルギー拠点への転換 
○松山発電所（四国電力、廃止） 
 1958 年に営業運転開始（石炭，出力約 14 万 kw），

1981年に運転休止，2001年に廃止された．跡地について

は，松山発電所記念公園および太陽光発電所（四国電力）

として利用されている 14）（図-9）．跡地に建設された

太陽光発電所は 1996 年運転開始，2010 年に増設され現

在に至っている（出力：約 0.2万 kw）． 
○大村発電所（九州電力、廃止） 
 1957年以降営業運転開始（重油他，出力約 22万 kw）
15）．2004 年までに廃止され，跡地は現在は大村メガソ

ーラー発電所（出力約 1.7万 kw）となっている 16）（図-

10）． 
 

 
 
○四日市火力発電所（中部電力→JERA、一部廃止） 

1963 年に運転開始（LNG に転換，出力約 124 万 kw，
約 23 万㎡）その後老朽化した一部設備を廃止，その後

JERAが運営する同敷地内にバイオマス発電所（出力 4.9
万 kw）を建設，運転開始した 17）． 
 

【4】廃止後、他の利用形態への転換 
○尼崎第三発電所（関西電力、廃止） 
 1963 年以降に営業運転開始（原油，最大時 46.8 万 kw）
したのち，電力会社において高経年で効率の低い小容量

火力機を廃止する方針の一環として，2001年に廃止され

た 18）．その後、2005 年に大手電機メーカーのプラズマ

ディスプレイ工場が立地した．その後の生産撤退にとも

ない，現在は民間企業が運営する物流施設が立地してい

る．（図-11） 
 

図-11 尼崎第三火力発電所の土地利用の変化 

 
○尾鷲三田火力発電所（中部電力、廃止） 
 1964年より順次営業運転開始（重油ほか，出力最大時

125 万 kw）したのち，2018 年までに廃止された 17）．関

連用地を含む約 63 万㎡の跡地については，施設の撤去

作業が進められている．また地元自治体や電力会社を含

む関係者において協議会が設置され，跡地の具体的な利

用方策を検討している． 
 
【5】休止（長期計画停止など） 
 需要の変動への対応や高経年化を理由として稼働停止

する「計画停止」に入っている火力発電所も存在する． 
 一方で，計画停止した発電所が再稼働する事例もある．

例えば 2011 年の東日本大震災後の電力の供給減に対応

するために休止中の複数の火力発電所を一時的に稼働さ

せた実績がある． 
また，2021 年 1 月に LNG の供給制約にともなう電力

需要が一時的に逼迫した際にも，発電所の廃止も視野に

入れて計画停止中だった火力発電所を一時的に稼働させ

た実績もある 19）． 
 
【6】新設（2000年以降） 
○上越火力発電所（中部電力→JERA、供用中）（東北

電力、建設中） 
 中部電力が新潟県直江津港の埋立地に建設を進め、

2012年以降順次営業運転開始した（最大出力238万kw，
LNG，敷地面積46万㎡）8）．また隣接する敷地において

も，東北電力が 2023 年運転開始予定にて火力発電所の

建設を進めている（図-12）．  
なお計画当初は 2社の共同出資会社（1995年設立）に

図-10 
大村メガソーラー発
電所（2014年頃） 

図-9  松山発電所跡地の利用状況 

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

 

よる建設を予定していたが，エネルギー需要の変化等を

背景に事業の進め方の見直しが行われた 20）．  
 

 
図-12 上越火力発電所の土地利用状況 

 
○その他：製造業による発電所 
鉄鋼産業においては，従前より鉄鋼生産と関連した自

家発電を行ってきたが，1995年以降の電力自由化を背景

として，自社敷地内に火力発電所を設置し、電力会社へ

の卸を行っている事例が増えた． 
一例として，神戸市にある鉄鋼企業（神戸製鋼）は製

鉄所敷地のうち 30万㎡のエリアに，出力 140万 kwの石

炭火力発電所を 2002 年より運転している．立地にあた

っては，地元自治体との環境保全協定を締結しているほ

か、発電所の緑地内に地域交流施設を立地している 21）． 
 
 
4. 結び 

 
火力発電所の動向について，設備の更新，廃止，用途

転換などについて類型化及び事例をもとに整理した．各

事例ともに，電力市場における規制経営環境の変化，環

境への配慮，発電事業における効率化などを背景として，

土地利用形態の変化が見られるところである． 
今後も、転換・廃止から時間が経過している発電所の

詳細な情報を含め，引き続き事例収集等を進め，火力発

電所等の土地利用状況の変遷にかかる全体像を明らかに

していきたい． 
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